
 - 1 - 

総務常任委員会先進地視察研修報告書 

 

○ 期  日  平成２７年８月３日（月）、４日（火） 

○ 視 察 先  青森県青森市、八戸市 

○ 参 加 者  委員８名、随行１名  合計９名 

○ 視察概要 

【青森市】 

●人  口  ２９６，８４１人 

●面  積  ８２４．６２ｋ㎡ 

●視察事項 公共サービス外部化制度について 

青森市では、厳しい財政状況や多様化、複雑化する市民ニーズ等に的確に対応する

ため、以下の目的により、「公共サービス外部化制度」を実施した。 

（１）公共サービスの質の向上と経費の削減 

（２）公共サービスの担い手の多様化と協働の推進 

（３）新たな行政課題や市民ニーズへの対応 

（４）市役所、職員の意識改革 

１ 青森市版市場化テストの導入 

 国の市場化テストでは、「官と民」「民と民」が価格やサービスの質を競うの

に対し、青森市版市場化テストでは、従来の業務委託の範疇で、「民と民」がサ

ービスの質を向上させ、適正かつ確実に業務を実施するという手法がとられてい

る。青森市版市場化テストの基本原則は以下のとおり。 

  〔青森市版市場化テストの基本原則〕 

 （１）公共サービスの質の向上 

 （２）公平性の確保 

 （３）透明性の確保 

 （４）行政責任の確保 

 ２ 対象範囲 

  市の業務のうち、公権力の行使に当たるものや企画立案業務など、市が直接担う

べき業務を除いたすべての業務を対象とする。 

３ 業務選定の考え方 

 （１）民間事業者の創意工夫によって、サービスの質の向上、経費削減が期待され

る業務 
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 （２）業務効率化の観点から、パッケージ化が可能な業務 

 （３）多様な担い手が想定される業務 

 （４）定型化、マニュアル化が可能な業務 

 （５）継続的に実施される業務 

４ 基本的な実施方針 

 （１）段階的導入 

  効果や課題を検証しながら段階的に導入し、対象業務の拡大について検討する。 

 （２）実施期間 

  ５年を基本としつつも、業務の実情等を考慮し、総合的に判断する。 

 （３）選定方法 

  透明性、公平性及び競争性を確保するという観点から「プロポーザル方式」によ

り選定する。 

 （４）監理委員会 

  公平、適正な事業者の選定、業務の実施状況を検証、評価するため「青森市公共

サービス外部化監理委員会」を設置する。 

 ５ 試行実施の結果 

 （１）青森市市民病院（窓口関連業務） 

  株式会社ニチイ学館に業務を委託し、５年間で約６，９００万円の経費の削減が

実現するとともに、医事業務に対するクレームについても市直営時と比較し、１０

分の１に減少した。 

（２）青森市民図書館（資料配架等業務） 

 青森コミュニティビジネス株式会社に委託し、５年間で約６，０００万円の経

費が削減され、約５０人の新たな雇用が生み出されるとともに、司書が増員され

たことで、サービスの向上が図られた。 

  ☆☆ 各委員の所感等 ☆☆ 

・民間事業者への委託により、専門職員が確保され、市民サービスを向上させて

いる点は評価できる。 

・厳しい地方財政状況を考慮すると、本市においても民間への委託を推進し、行

財政改革による行政のスリム化を図る必要を感じた。 

・合併により多くの施設を抱える本市においては、指定管理者制度のみならず、

公共サービスの外部化を進める必要を感じた。 
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【青森県八戸市】 

●人  口  ２３７，８７８人 

●面  積  ３０５．５４ｋ㎡ 

●視察事項 市民の力を活かしたまちづくりについて 

１．事業スタートの背景について 

八戸市内において、市民活動の活発化や複数のＮＰＯ法人の立ち上げがきっか

けとなり、平成９年度策定の総合計画に市民活動活性化プロジェクトを掲げ、促

進のため基本理念、仕組みを構築し、各種事業を展開することになった。 

２．まちづくり事業の変遷について 

 ①平成１５，１６年度 … 基本理念の策定 

・協働のまちづくり基本条例の制定 

・地域コミュニティ振興指針の策定 

・市民活動促進指針の策定 

 ②平成１７年度 …    推進体制の整備 

              ・政策、事業提案制度の創設 

              ・地域コミュニティ計画の手引書の策定 

              ・協働推進マニュアルの作成 

 ③平成１８年度以降 …  協働の実践 

              ・協働のまちづくり推進基金の設置 

              ・市民奨励金制度の実施 

              ・市民提案制度の実施 

              ・地域担当職員制度の実施 

              ・学生まちづくり助成金制度の実施 

 ３．まちづくりの実践例について 

（１）地域づくり会議 

  地域の町内会、子供会、婦人会、学校、地域担当職員等で構成され、地域の

課題等について話し合う場であり、地域が主体的に会議を開催している。 

（２）地域担当職員制度 

  市内２４地域に担当職員をそれぞれ２名配置し、地域と行政のつなぎ役とし

て、地域づくりへの支援や広聴窓口等の機能を果たしている。 

 （３）市民奨励金制度 

   市民の自主的な公益性のあるまちづくり活動を促進し、市民主体のまちづくり
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を推進するため奨励金を交付している。初動期においては１０万円以内、活動期

においては５０万円以内の奨励金を交付している。 

   ■ エリート高齢者育成事業、地域里山づくり事業、地域の歴史研究事業など 

（４）市民提案制度 

 まちづくりや地域課題の解決のため、市民と行政が協働して取り組むことが効

果的と期待できる事業を募集し、市がテーマを設定する部門と市民が自由に提案

できる部門に分類され、協働事業として決定されると予算化され、実施される。 

 ■ サイエンスを語る夜事業など 

 （５）学生まちづくり助成金制度 

   市内の大学（八戸学院大学、八戸工業大学、八戸学院短期大学、八戸工業高等

専門学校）を対象に、学生が自主的に取り組む地域振興や地域貢献に関する事業、

活動に助成金を交付している。（上限２０万円） 

   ■ 健康なまちづくり事業、特産品研究事業、科学に触れる事業など 

４ 今後のまちづくりへの課題 

（１）協働の意識啓発の継続 

市民に対してはまちづくりへの積極的な参画を促し、行政職員に対しては行政

主導から協働へという意識の転換を恒常的に実施する必要がある。 

（２）ＮＰＯの育成 

ＮＰＯの団体数は増えているが、積極的に事業を提案したり、事業を受託した

りすることができる団体が限られるため、協働事業に参画できる団体を育成する

必要がある。 

（３）町内会の基盤強化 

コミュニティの中核となる町内会の活動が低下すると地域の活性化は望めない

ため、町内会の基盤強化が必要である。 

☆☆ 各委員の所感等 ☆☆ 

・町内会に加入しない世帯が増える中、八戸市では転入の際に市の窓口で加入手

続きのＰＲや不動産業者との連携など、加入促進対策に見習うべき点が多い。 

・しっかりした制度設計を行っている。その上で、市職員の資質向上を図ってお

り、本市においても地域のパートナーとなりうる職員の育成に取り組むべきで

ある。 

・合併により広い市域を有する本市にとって、行政と市民によるまちづくりは必

要不可欠なものであり、制度等の構築に取り組むべきである。 


